
【厚生労働省】

重点事項推進ＷＧ・横断的制度分野担当ＳＷ

「一定期間経過後の規制の見直し基準」調査票

１．法令等の名称・番号 介護保険法（平成9年法律第１２３号）

２．所管府省庁 厚生労働省老健局

３．根拠法令 ー

４．定期的見直し条項の有
無、その内容

有
①　法律施行後5年後を目途としてその全般に関して検討を加え、その結果に
基づいて必要な見直しを行う（附則第2条）。
②　事業者及び施設に関する規定については施行後10年を経過した場合に施
行状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる（附則
第4条）。

①定期的見直し条項がある
場合

当該期間を設定した理由

①　公的介護保険与党合意（平成8年6月）に基づき規定。なお、期間について
は、国会における審議の結果規定。
②　総務庁行政管理局からの指摘を踏まえ規定。

②定期的見直し条項がない
場合

定期的見直しを行うことにつ
いての評価

５．過去の見直しの経緯

平成9年　介護保険法成立
平成12年4月　法律施行
平成15年5月　見直しに関する検討開始（社会保障審議会介護保険部会）
平成16年7月　「介護保険制度の見直しに関する意見」とりまとめ（社会保障審
議会介護保険部会）
平成17年2月　改正介護保険法国会提出
平成17年６月　改正介護保険法成立
平成17年10月　改正介護保険法一部施行（施設給付の見直し部分）
平成18年4月　　改正介護保険法本格施行

①見直しを行っている場合

見直しの理由、考え方
介護保険法附則第2条に施行（平成12年4月）後5年を目途として制度全般に関
して検討を加え、その結果に基づいて必要な見直しを行うこととされていたこと
を踏まえたもの

見直しの範囲とその内容 ①　見直しの範囲・・・パンフレット参照
　・制度全般にわたる見直しを実施
　・法律、政省令も含め改正
②　規制に係る見直しの内容
　　規制改革推進3カ年計画（平成18年3月末再改定（予定））等において指摘さ
れた
　・介護保険施設におけるホテルコストの見直し
　・介護支援専門員の資格の更新制の導入、公正中立な活動を確保するため
の支援策の検討
　・介護サービスの内容等に係る情報開示
　・地域密着型サービスの指定権限の市町村への委譲
等については、その指摘を踏まえ、見直しを実施。

②見直しを行っていない場
合

見直しを行っていない理由、
規制を長期間維持すること
についての考え方



介護保険法の検討規定について 

平成 18 年 3 月 27 日 

 

１ 検討規定の内容（別紙） 

 １ 附則第２条 

○ 平成８年６月与党（自民・社民・さきがけ）「公的介護保険与党合意」

の中で、介護保険制度について、施行後の状況などを踏まえ、全般につ

いて検討が加えられ、その結果に基づいて必要な見直し等の措置が講ぜ

られるべきものとされた。 

○ その後、法案審議の過程において、検討の期限が法律施行後５年とする

ことを明示することを内容とする修正がされたうえで、成立（平成 9年

12 月）。 

２ 附則第４条 

○ 介護保険法制定に伴い、事業者・施設に対する指定制度などの規制を新

設したことから（第 5 章関係）、総務庁行政管理局の指摘を踏まえ、附

則第４条において、施行後 10 年を経過した場合に必要な見直しを行う

旨の規定を置くこととしたところ。 

 

２ 検討規定を踏まえた見直しの経過について 

 １ 附則第２条 

○ 附則第２条の規定を踏まえ、制度全般にわたる見直しを行うため、平成

15 年 5 月以降、社会保障審議会介護保険部会において 16 回にわたり審

議を行い、平成 16 年 7 月に「介護保険制度の見直しに関する意見」を

とりまとめ。 

○ 部会での議論などを踏まえ、制度全般に関する見直しを行い、与党にお

ける調整を経て、平成 17 年 2 月に改正介護保険法案を提出 

（改正の内容・・・パンフレット参照） 

 

○ 平成 17 年 6 月に改正介護保険法が成立・公布 

 

○ 平成 17 年 10 月に改正介護保険法の一部（施設給付の見直し）が施行 

 

○ 平成 18 年 4 月には改正介護保険法の主要部分が施行予定。 

 

 

２ 附則第４条 

○ 先の介護保険法改正の際には、介護予防サービスや地域密着型サービス

の新設等に伴い、事業者・施設に係る指定制度等の規制を一部新設する



こととしたところであるが、総務省行政管理局との調整の結果、すでに

附則第 4条において、検討規定をおいていることから、あらたに検討規

定はおかないこととしているところである。 

※ なお、新設されたサービスの施行は平成１８年４月１日 

 

３ その他 

○ 規制改革推進 3 カ年計画において（平成 18 年 3 月末再改定予定）指摘

された事項についても、今般の改正において見直しを実施。 

 

○ 可能なものについては、検討規定に基づく検討年限を待つことなく、こ

れまで、必要な規制の見直しを実施 

・ 要介護認定に係る有効期間の見直し（重度の場合は原則 6 ヶ月の認

定期間を重度の方は最大 24 ヶ月に）（平成 16 年 4 月措置済）等  

 

※ なお、今通常国会に、三位一体改革関連法（国の補助金等の整理及び

合理化等に伴う児童手当法等の一部を改正する法律案）を提出し、施設

整備の見直し、国と地方の費用負担割合の見直し、有料老人ホームなど

の特定施設に係る事業者指定の見直しなどを行う予定（平成 18 年 4 月 1

日施行予定）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（別紙） 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）（抄） 

 

附 則  

（検討） 

第２条  介護保険制度については、要介護者等に係る保健医療サービス及び福祉サ

ービスを提供する体制の状況、保険給付に要する費用の状況、国民負担の推移、社

会経済の情勢等を勘案し、並びに障害者の福祉に係る施策、医療保険制度等との整

合性及び市町村が行う介護保険事業の円滑な実施に配意し、被保険者及び保険給

付を受けられる者の範囲、保険給付の内容及び水準並びに保険料及び納付金（その

納付に充てるため医療保険各法の規定により徴収する保険料（地方税法の規定によ

り徴収する国民健康保険税を含む。）又は掛金を含む。）の負担の在り方を含め、こ

の法律の施行後５年を目途としてその全般に関して検討が加えられ、その結果に基

づき、必要な見直し等の措置が講ぜられるべきものとする。  

第４条  政府は、この法律の施行後１０年を経過した場合において、第五章の規定の

施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとす

る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


























